
30 年 3 月 23 日

30 年 3 月 30 日
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73.9%

財源
内訳

一般財源 25,989,121

1.10
8,000,000

16,542,532臨時的経費

＊特定財源の説明 選挙費県委託金、外部立会人経費市町村負担金

正規職員の人数（人）

＊臨時的経費の説明

1.00

16,850,635

9,600,000
1.20

④ コストに関する補足説明

9,600,000
特定財源 9,406,557 16,542,532 20,874,000

35,395,678 26,142,532

25,650,635

前年度比

29 年度

１次評価日（主幹等）

評価対象年度 平成

２次評価日（課長等）

課等

総合計画の推進に向けて

165148

両角　加代子作成者選挙管理委員会

コード

事務事業評価表（内部管理事務等）

事業名

担当部課

選挙事務

部等

事業概要

根拠法令

予算科目

＊29年度に、いつ・どこで・誰が・何を・どのように行ったか、という具体的な内容

３

総合計画の推進に向けて

政　　策 施　　策

事業の実施内容

30年度(予算）

あり

公職選挙法、地方自治法第１８６条

　１０月２２日執行　第４８回衆議院議員総選挙・第２４回最高裁判所裁判官国民審査

目
的
体
系

基本目標

その他

事業の概要等 ＊対象者（誰のため)、意図（どのような状態にしたいのか）

事業の概要
（簡潔に）

選挙の公正かつ適正な管理執行を実現する。

目
的

27年度

対象者 有権者、選挙管理委員会

区　分

選挙の公正かつ適正な管理執行を実現する。

② 人件費 8,800,000

27,395,678

なし（直営）

16,542,532

ア）コストの推移 ＊この事業にかかる費用（人件費は、1人あたり年間800万円で換算）

16,850,635
29年度

① 直接事業費

28年度
20,874,000

9,600,000

1.20

98.1% 118.8%

9,600,000

20,874,000

意　図

前年度の課題
への対応

選挙執行費 業務委託

実施義務 あり（義務的・標準的事業） 国県補助

③ 合計コスト（①＋②） 30,474,00025,650,635

●事業の実施内容（DO）

27,395,678

[単位：円]

経常経費

様式第３号



イ）負担金、補助金、交付金の状況

７

８

●次年度の計画（PLAN）

●改善の内容（ACTION）

投開票における作業工程や人員配置など、細部にわたり見直しを行い効率化を検討する。

（事務を正確に実施し、少ない費用で効率的に事業を行う上で、現在課題になっていること）

選挙事務、投開票事務における経費節減と効率化（継続）
開票事務においては、より厳正かつ的確な事務執行を図るために、後継者育成とノウハウの継承を行
う。

改
善
方
法

（上記の課題をふまえて30年度以降に実施する、具体的な改善の内容）

改善開始時期

継続して実施 ９ 施策評価による30年度の優先度
*H28年度施策評価表より転記すること

Ａ次年度の方針

平成３０年４月

具体的な課題と改善

課
　
題

金額

[単位：件、円、％]

負担金補助金 27年度 28年度 29年度 30年度(予算）

件数

金額

金額

金額

金額

件数

件数

ア)の①に含まれる負担金
等合計金額及び割合

合計金額 0 0 0 0
割合 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

件数

件数


